
No

⑥

全国各地域とともに
成長・発展すること
による共存・共栄の
推進

区の全国連携の取組に参画した連携自治体数

Ａ
区ホームページ『「全国連携の港区」の実現に向けて』のアクセス数

④
区有地・区有施設の
総合的な管理運営の
推進

長期的な視点で計画した維持管理に関する工事の実施件数

Ｅ
未活用又は用途を終了した土地や施設等のうち、新たな活用方針が決まっている
ものの割合

⑤
民間の力を活用した
施策の推進

港区民間協創制度で創出・実現した提案数

Ａ
官民連携によるSDGsの機運醸成の取組数

②
基礎自治体として自
主・自立した行財政
運営の確立

経常収支比率

Ａ
財政力指数

③
未来を切り拓く人材
の育成と誰もが活躍
する執行体制の整備

職員が仕事に意欲的であると感じている区民の割合

Ｂ
職員に専門的な知識・能力があると感じている区民の割合

４　施策の取組状況【施策評価結果】（詳細は別紙「施策評価シート」）

施策名 成果指標 施策評価

①
効果的・効率的な行
政経営の推進

区民のニーズを反映した事業が展開されていると感じる区民の割合

Ａ
効率的に区政が運営されていると感じる区民の割合

これまでの
取組と成果

・事務事業評価での事業のスクラップ・アンド・ビルドの徹底や、デジタル技術の活用、ＤＸの推進による業務の効率化が進んだことで、効果的・
効率的な区政運営につなげるとともに、これらを通じた経常的経費節減等により、高い財政力が示されました。
・令和４年度に旧伊豆健康学園の活用（売却）が決まるなど、未利用の土地・施設の活用の取組が着実に進んでいます。
・自己申告書により職員の意欲等を把握し、キャリア形成や能力伸長に資する人材育成と配置管理を行いました。
・港区民間協創制度により企業等から毎年約５０件の提案があり、区との連携の創出に結び付けているほか、環境や教育など多様な分野で官民連携
によるＳＤＧｓの機運醸成の取組が行われています。
・札の辻スクエア「港区と全国をつなぐコーナー」へのパンフレット配架や鉄道開業150年を契機とした「鉄道発祥の地 港区」の取組、区内飲食店
と連携した飲食店応援事業などの取組を通じて、新たな連携自治体を創出し、連携自治体数に係る計画目標値（令和８年度末）を令和４年度末で達
成しました。

課題と今後
の方向性

・新型コロナウイルス感染症対策をはじめとする新たな行政課題に対しても、事務事業評価での事業の
スクラップ・アンド・ビルドの徹底や、デジタル技術の活用、ＤＸの推進による業務の効率化等を通し
て、効果的・効率的に区政を運営し、質の高い行政サービスを支える財政基盤を堅持していることで、
区民満足度も向上したと考えられます。今後は、区民満足度のさらなる向上に取り組みます。

※未達成の場合
は原因分析を含
む

計画目標値

令和元年度 令和４年度 令和４年度 令和８年度末

16.4% 32.4% 17.8% 20.0%

ＳＤＧｓと
の関係

３　成果指標【政策について満足している区民の割合】

指標の推移 目標値
達成度

※

※評価方法
Ａ：中間目標値に到達しており、計画目標を達成できる可能性があ
る。
Ｂ：中間目標値に到達していないが、計画目標を達成できる可能性
がある。
Ｃ：中間目標値に到達せず、かつ、現状値（令和元年度）も下回っ
ているが、計画目標を達成できる可能性がある。
Ｄ：中間目標値に到達しているが、計画目標を達成できる可能性が
ない。
Ｅ：中間目標値を下回っており、計画目標を達成できる可能性がな
い。

現状値 実績 中間目標値

Ａ

所管部 企画経営部 関係部
赤坂地区総合支所、高輪地区総合支所、芝浦港
南地区総合支所、総務部、用地・施設活用担
当、防災危機管理室

２　政策のめざす方向性

効果的・効率的な区政運営によって強固な経営基盤を堅持しつつ、職員の人材育成とICTの一層の活用により専門性と
創造性を備えた職員の体制を実現し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う新しい生活様式に適応した行政サー
ビスを全国に先駆けて提供していきます。これまで築いてきた参画と協働の取組を一層深化させ、区民や企業、全国各
地域との連携の力をはじめ、各世代、各分野の衆知を集めて先駆的な施策を展開し、区民サービスの向上を図ります。

令和５年度　港区政策評価シート
１　政策名・所管部門

政策No 26 政策名 行政資源を効果的・効率的に活用し、先駆的な施策を推進する
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※評価の目安

Ｃ：政策目的を達成するために改善が必要である。 上記以外

政策評価 施策評価
（最も低い施策の評価で判断）

政策の成果指標の達成度

Ａ：政策目的を十分に達成できる。 Ａ
Ｂ：政策目的をおおむね達成できる。 Ｃ以上

評価※ Ｃ：政策目的を達成するために改善が必要である。

政策の達成度

・施策１「効果的・効率的な行政経営の推進」に掲げる成果指標など、一部の指標設定を再考する
必要があるものの、良好な財政状況を維持しながら、ＤＸの推進や民間企業、全国自治体との連携
など区の強みを生かした行政運営がなされていると認められます。
・一方で、区民の区職員に対する評価については、アンケートの聞き取り方法が実態を捉えている
ものか、疑義があります。
・施策４「区有地・区有施設の総合的な管理運営の推進」において、省エネルギー性能の高い施設
整備の実施に伴う工期の再検討など、新たなニーズや環境変化を踏まえて計画目標値を見直す必要
があることから、政策全体の評価は「C」とします。

今後の政策の方向性 ・区民の区職員に対する評価については、アンケートの手法を工夫することに加え、区職員が積極的に区民と
接する機会を設けていくことが重要です。
・定年の引き上げにより、ベテラン職員の職務経験を活かせる仕組みづくりが重要です。
・区有施設の予防保全型管理による計画的な改修等の実施は、施設の安全確保と財政負担の平準化に寄与する
ことから、引き続き、取組を進めることが重要です。
・民間の力の活用について、「パートナー」としての指定管理者とより連携、協働していくことが必要です。

・重点的に取り組むべき施策な
ど

達成状況の要因

・施策１「効果的・効率的な行政経営の推進」における事務事業評価での事業のスクラップ・アンド・ビルドの徹底や、デジタ
ル技術の活用、ＤＸの推進による業務の効率化が進んだことで、効果的・効率的な区政運営につなげました。
・また、これらを通じた経常的経費節減や、あらゆる手法による財源確保などの取組により、施策２「基礎自治体として自主・
自立した行財政運営の確立」では、高い財政力が示されました。
・施策４「区有地・区有施設の総合的な管理運営の推進」の未利用の土地・施設の活用の取組について、令和４年度に旧伊豆健
康学園の活用（売却）も決まり、着実に進んでいます。
・施策５「民間の力を活用した施策の推進」では、港区民間協創制度により企業等から提案を受け、区との連携の創出に結び付
けているほか、企業の社会貢献意欲の高まりを背景に、環境や教育など多様な分野で官民連携によるＳＤＧｓの機運醸成の取組
が行われています。
・施策６「全国各地域とともに成長・発展することによる共存・共栄の推進」では、札の辻スクエア「港区と全国をつなぐコー
ナー」へのパンフレット配架や鉄道開業150年を契機とした「鉄道発祥の地 港区」の取組、区内飲食店と連携した飲食店応援事
業などの取組を通じて、新たな連携自治体を創出しました。

・施策の有効性が高かった点
・施策の有効性が低かった点
・外部要因の影響を受けた点
  など

課題と今後の方向性

・区全体でＤＸ化を加速させ、更に業務の効率化を図るとともに、更なる業務効率化につなげていくため、最新のＡＩ技術等に
ついて、行政への適用可能性や効果的な活用方法を調査研究していく必要があります。
・特別区民税等の収納率向上やＤＸの推進等による経常的経費節減、あらゆる手法による財源の確保など、不断の内部努力を徹
底し、質の高い行政サービスを支える財政基盤を堅持します。
・コロナ禍を経て、ＤＸの進展など社会経済情勢の変化やニーズの変化を踏まえ、区の未来を切り拓く新たな施策の立案実施や
迅速な課題解決に取り組む人材の育成と執行体制の整備が必要です。
・区有施設の保全に係る工事の実施件数は、施設運営や財政状況等により変化しますが、引き続き予定している改修工事の進捗
を着実に管理します。
・令和５年４月新設の連携協創担当を中心として、全庁が、企業や団体、全国各地域、指定管理者との連携を充実・深化させ、
連携の力を効果的に区政に生かしていく必要があります。

８　港区行政評価委員会による評価【二次評価】

区民ニーズ等
・令和３年度に実施した「港区人材育成方針の検証・見直しに係るアンケート」では、デジタルに
係る知識・能力を、情報システム部門の職員にとどまらず、全ての部門の職員が習得することを求
められています。
・令和４年度にみなとタウンフォーラムから受けた港区基本計画改定に向けた提言では、企業との
連携による防災・生活安全の取組の推進等、様々な分野において企業等との連携の必要性が盛り込
まれています。

・区民意識調査
・区民から寄せられた意見
　など

７　所管課による評価【一次評価】

政策の達成状況

・事務事業評価制度の効果的な運用、デジタル技術の活用、社会調査の実施やＥＢＰＭの推進による全庁的な政策機能の強化に
より、効果的・効率的な行政経営を推進しました。
・人件費や物件費等の経常的経費節減や特定財源の確保などの取組により堅調な指標の推移を達成しました。
・自己申告書等により把握した職員の意欲・能力等を踏まえ、デジタル庁など外部機関への派遣やスペシャリスト認定制度の活
用等による専門性を備えた人材の育成を図るとともに、経験者採用や民間との人事交流、適材適所の配置管理により、執行体制
の強化を図りました。
・港区民間協創制度や官民連携によるＳＤＧｓの機運醸成の取組、全国連携の取組などを通して、連携の力を効果的に区政に生
かしています。
・政策全体として、効果的・効率的な行政経営や自主・自立した行財政運営、民間の強みを最大限生かした施策の推進が目標値
に到達するなど、政策目的をおおむね達成できています。

執行率 94.53% 88.35% -

６　政策を取り巻く社会経済情勢等

計画期間中の社会経済
状況等の変化

・デジタル化が進展し、新たなＡＩ技術等も出てきています。また、キャッシュレス決
済のニーズも高まり、税金等の納付方法も多様化しています。
・食料品やエネルギーなどの物価の高騰、資材の価格高騰、半導体の供給不足等が、予
算の不足や契約手続や工事等に遅れにつながる可能性があります。

・社会経済状況、人口動向、財政状
況、国や東京都等の動向など

流用・補正 10,286,741 183,991 -

決算額 15,686,366 6,939,613 -

年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

予算額 6,300,679 7,623,865 7,385,825

５　予算額・決算額・執行率（単位：千円）
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１　成果指標の達成度

ａ：予定どおり中間目標値に到達する見込みである。　ｂ：予定どおりの成果が出ていないが、改善により中間目標値に到達する見込みである。
ｃ：中間目標値に到達する可能性がない。 　　　　 　－：指標値を把握できない。

令和５年度 ａ

子育て支援の更なる充実に向けた区民の実態とニーズ
を把握し、効果的な施策につなげるための社会調査を
実施するとともに、人材育成を強化する観点から、第
10期政策研究会を実施します。
また、区民ニーズの高い事業を展開できるよう、政策
評価及び事務事業評価の実施を通じて事業のスクラッ
プ・アンド・ビルドを引き続き進めます。

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和３年度 －

区の定住人口や昼間人口、区内立地事業者に対
して社会調査を実施するとともに、人材育成の
観点から、第９期政策研究会を実施しました。
また、事務事業評価の一連のプロセスの中で、
既存事業の廃止を含む見直しや改善に加えて、
新たにレベルアップ事業の妥当性を検証し、事
業のスクラップ・アンド・ビルドをより一層徹
底しました。

社会調査や区民委員が参加する政策評価の実施
により区民ニーズを適確に捉えるとともに、Ｅ
ＢＰＭの推進により、全庁的な政策形成機能を
強化します。また、行政評価制度の実施によ
り、評価結果を踏まえた政策や事業の見直しを
行うことで、効果的・効率的な事業の実施と区
民サービスの向上につなげます。

区民のニーズを反映し
た事業が展開されてい
ると感じる区民の割合

ー ー 39% 43% 25％ 30％

令和４年度 ａ

区の買い物環境の内実や飲食小売業を取り巻く環境を
詳細に把握するための社会調査を実施するとともに、
全庁のＥＢＰＭを推進するため、個別計画担当者向け
に実務研究会を実施しました。
また、事務事業評価において、レベルアップ事業が令
和３年度比18事業増となるなど、事業のスクラップ・
アンド・ビルドをより一層徹底しました。

社会調査の実施や蓄積された様々なデータの利
活用を推進することで、区民ニーズを適確に捉
え、客観的な根拠に基づく政策形成を推進しま
す。
また、今後も継続して事務事業評価を実施し、
事業のスクラップ・アンド・ビルドを進めるこ
とで区民ニーズに合わせた柔軟な事業展開を推
進します。

目標値

現状値 実績 見込値 中間目標値 計画目標値

担当者名 加藤 内線 2623

成果指標①

指標の推移

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和５年度 令和８年度末

目標・期待
する成果

ICTの活用により、業務の効率化が図られています。政策形成機能の強化と事業の見直
しによって、区民ニーズを踏まえた事業が効果的・効率的に実施されています。

ＳＤＧｓの
ゴールとの
関係

施策担当課 区役所改革担当 関係課 企画課、デジタル改革担当

施策評価シート

政策No 26 政策名 行政資源を効果的・効率的に活用し、先駆的な施策を推進する

施策No 1 施策名 効果的・効率的な行政経営の推進
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ａ：予定どおり中間目標値に到達する見込みである。　ｂ：予定どおりの成果が出ていないが、改善により中間目標値に到達する見込みである。
ｃ：中間目標値に到達する可能性がない。 　　　　 　－：指標値を把握できない。

２　施策評価

Ａ：中間目標値に到達し、計画目標値の達成可能性がある。

Ｂ：中間目標値に到達しないが、計画目標値の達成可能性がある。

Ｃ：中間目標値に到達せず、かつ、現状値（令和２年度）も下回るが、計画目標値の達成可能性がある。

Ｄ：中間目標値に到達するが、計画目標値の達成可能性がない。

Ｅ：中間目標値を下回り、計画目標値の達成可能性がない。

課題と今後の方向性

・更なる業務効率化につなげていくため、最新のＡＩ技術等について、行政へ
の適用可能性や効果的な活用方法を調査研究していく必要があります。
・区全体でＤＸ化を加速させ、更に業務の効率化を図るとともに、政策形成機
能の強化と行政評価制度による事業の見直しの徹底により、区民ニーズを反映
した事業の効果的・効率的な実施を推進します。

評価 Ａ：中間目標値に到達し、計画目標値の達成可能性がある。

施策の達成状況

・事務事業評価制度の効果的な運用、デジタル技術の活用、社会調査の
実施やＥＢＰＭの推進による全庁的な政策機能の強化により、効果的・
効率的な行政経営が推進されています。
・施策の評価は、成果指標①及び②ともに計画目標値を達成する見込み
のためＡとしました。

達成状況の要因 ・事務事業評価においては、令和３年度に大幅に仕組みを見直したこと
で、事業のスクラップ数が増加するなど大きな効果をあげました。
・ＲＰＡ適用業務の拡大などデジタル技術の活用、ＤＸの取組により、
業務の効率化が進み、効率的な区政運営につながっています。

・取組の有効性が高かった点
・取組の有効性が低かった点
・外部要因の影響を受けた点
  など

令和４年度 ａ

新たにＲＰＡ適用業務を９業務拡大し、庁内業
務の効率化と適正化を図りました。一部の業務
においては、ＲＰＡとＡＩ－ＯＣＲを組み合わ
せ、さらなる作業時間の縮減を実現しました。
また、事務事業評価制度の効果的な運用によ
り、112事業をスクラップ評価（廃止、縮小・一
部廃止、統合）とし、事業費を９億3,792万8千
円削減しました。

ＲＰＡ適用業務をさらに拡大するととも
に、ＢＰＲ（ビジネス・プロセス・リエン
ジニアリング）の取組も合わせて実行する
ことで、更なる業務効率化を推進します。
また、事務事業評価による事業のスクラッ
プ・アンド・ビルドを引き続き徹底しま
す。

令和５年度 ａ

引き続きＲＰＡ適用業務の拡大を図るととも
に、訪問業務等へのタブレットの活用、マニュ
アル作成や校正作業に資するデジタルツールの
導入、庁内での定型業務に対する自動応答の仕
組みを構築し、更なる業務の効率化及び適正化
を図ります。
また、政策評価及び事務事業評価の効果的な運
用により、政策や事業の見直しを進めます。

25％

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和３年度 －

新たにＲＰＡ適用業務を７業務拡大
し、庁内業務の効率化を図りました。
また、事務事業評価制度の効果的な運
用により、155事業をスクラップ評価
（廃止、縮小・一部廃止、統合）と
し、事業費を９億5,356万円削減しまし
た。

ＤＸ（デジタル・トランスフォー
メーション）の推進と合わせて、さ
らなる業務効率化を推進します。
また、事務事業評価制度を活用し、
効率的・効果的な事業の見直しを推
進します。

令和４年度 令和５年度 令和５年度 令和８年度末

効率的に区政が運営さ
れていると感じる区民
の割合

ー ー 36% 41% 20％

成果指標②

指標の推移 目標値

現状値 実績 見込値 中間目標値 計画目標値

令和２年度 令和３年度

4



１　成果指標の達成度

ａ：予定どおり中間目標値に到達する見込みである。　ｂ：予定どおりの成果が出ていないが、改善により中間目標値に到達する見込みである。
ｃ：中間目標値に到達する可能性がない。 　　　　 　－：指標値を把握できない。

令和５年度 ａ

DXの推進や事務事業評価における事業
の統廃合等により経常的経費を節減す
るとともに、キャッシュレス決済など
納付方法の多様化を推進することで特
別区民税等の収納率を向上させるな
ど、質の高い行政サービスを支える財
政基盤を堅持します。

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和３年度 ａ

財政の弾力性を示す総合的な指標であ
る経常収支比率は、児童発達支援セン
ター等の開設に伴う経常経費の増や、
特別区税等の減収により、前年度比4.5
ポイント増の74.6％となりました。

将来にわたり安定的に質の高い区民
サービスを提供し、緊急課題等へ的確
に対応できる財政構造を維持していく
ために、引き続き経常的経費の節減な
ど不断の内部努力を徹底していく必要
があります。

経常収支比率 70.1％ 74.6％ 71.9％ 70.0％
70〜80％以

内
70〜80％以

内

令和４年度 ａ

事務事業評価などにより、前例にとら
われず全ての事業の必要性・効果性・
効率性を踏まえた見直しを徹底し、経
常的経費の節減に努めるとともに、あ
らゆる手法による財源確保を行い、経
常収支比率は、71.9％となりました。

あらゆる施策展開を財政面から支え、
いかなる状況においても区民の暮らし
を守り、区民の実情に即した質の高い
行政サービスを提供するため、特別区
民税等の収納率向上や経常的経費節減
などを徹底していきます。

目標値

現状値 実績 見込値 中間目標値 計画目標値

担当者名 山崎 内線 2097

成果指標①

指標の推移

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和５年度 令和８年度末

目標・期待
する成果

区民に身近な基礎自治体として、区政を取り巻く状況変化にかかわらず、区民の安
全・安心を確保し、区民の実情に即した行政サービスが提供できています。

ＳＤＧｓの
ゴールとの
関係

施策担当課 財政課 関係課

施策評価シート

政策No 26 政策名 行政資源を効果的・効率的に活用し、先駆的な施策を推進する

施策No 2 施策名 基礎自治体として自主・自立した行財政運営の確立

5



ａ：予定どおり中間目標値に到達する見込みである。　ｂ：予定どおりの成果が出ていないが、改善により中間目標値に到達する見込みである。
ｃ：中間目標値に到達する可能性がない。 　　　　 　－：指標値を把握できない。

２　施策評価

Ａ：中間目標値に到達し、計画目標値の達成可能性がある。

Ｂ：中間目標値に到達しないが、計画目標値の達成可能性がある。

Ｃ：中間目標値に到達せず、かつ、現状値（令和２年度）も下回るが、計画目標値の達成可能性がある。

Ｄ：中間目標値に到達するが、計画目標値の達成可能性がない。

Ｅ：中間目標値を下回り、計画目標値の達成可能性がない。

課題と今後の方向性

・日々刻々と変化する社会経済情勢においても、区民の実情に即した質
の高い行政サービスを維持しつつ、地域経済の回復をはじめとする緊急
課題等にも的確に対応できる財政基盤を堅持していくことが課題です。
・特別区民税等の収納率向上やDXの推進等による経常的経費節減、あら
ゆる手法による財源の確保など、不断の内部努力を徹底していきます。

評価 Ａ：中間目標値に到達し、計画目標値の達成可能性がある。

施策の達成状況

・人件費や物件費等の経常的経費節減や特定財源の確保などの取組によ
り堅調な指標の推移を達成しました。
・施策の評価は、成果指標①及び②ともに計画目標値を達成する見込み
のためＡとしました。

達成状況の要因 ・成果指標「経常収支比率」、「財政力指数」ともに、全ての事業の必
要性・効果性・効率性を踏まえた見直しの徹底による経常的経費の節減
や、あらゆる手法による財源確保などの取組により、他団体と比較し高
い財政力が示されています。

・取組の有効性が高かった点
・取組の有効性が低かった点
・外部要因の影響を受けた点
  など

令和４年度 ａ

事務事業評価などにより、前例にとら
われず全ての事業の必要性・効果性・
効率性を踏まえた見直しを徹底し、経
常的経費の節減に努めるとともに、あ
らゆる手法による財源確保を行い、財
政力指数は、1.22となりました。

あらゆる施策展開を財政面から支え、
いかなる状況においても区民の暮らし
を守り、区民の実情に即した質の高い
行政サービスを提供するため、特別区
民税等の収納率向上や経常的経費節減
などを徹底していきます。

令和５年度 ａ

DXの推進や事務事業評価における事業
の統廃合等により経常的経費を節減す
るとともに、キャッシュレス決済など
納付方法の多様化を推進することで特
別区民税等の収納率を向上させるな
ど、質の高い行政サービスを支える財
政基盤を堅持します。

1.00以上

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和３年度 ａ

財政力を判断する理論上の指標であ
る財政力指数は1.26となり、他団体
と比較し高い財政力が示されている
といえます。

将来にわたり安定的に質の高い区民
サービスを提供し、緊急課題等へ的確
に対応できる財政構造を維持していく
ために、引き続き経常的経費の節減な
ど不断の内部努力を徹底していく必要
があります。

令和４年度 令和５年度 令和５年度 令和８年度末

財政力指数 1.27 1.26 1.22 1.26 1.00以上

成果指標②

指標の推移 目標値

現状値 実績 見込値 中間目標値 計画目標値

令和２年度 令和３年度
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１　成果指標の達成度

ａ：予定どおり中間目標値に到達する見込みである。　ｂ：予定どおりの成果が出ていないが、改善により中間目標値に到達する見込みである。
ｃ：中間目標値に到達する可能性がない。 　　　　 　－：指標値を把握できない。

令和５年度 ａ

組織間の連携強化や組織を越えた支援
を推進するため、先進的知識・経験を
有する専門性の高い人材を積極的に確
保しながら、持てる能力を引き出し、
意欲的に職務に取り組むことができる
柔軟な職員配置に取り組みます。

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和３年度 －

新型コロナウイルス感染症の感染拡大
によって生じた行政課題の変化に対応
するため、みなと保健所に、各部門か
ら高い意欲や能力を有する職員を柔軟
かつ効果的に配置し、人材派遣等を含
め約250名の体制強化（令和４年２月時
点）を図りました。

職員の柔軟な配置による職務経験の蓄
積や、国や自治体、民間企業との人事
交流等を通じて、職員の意欲・能力を
引き出し、培われた知識や人的ネット
ワークを職務に生かすことによって、
行政サービスの向上に取り組みます。

職員が仕事に意欲的で
あると感じている区民
の割合

42.7% － 46.6％ 46.8％ 45.0％ 47.0％

令和４年度 ａ

みなと保健所の新型コロナウイルス感
染症に関する業務やウクライナ避難民
の生活支援、物価高騰等に伴う低所得
世帯や子育て世帯への給付金の支給な
ど、社会経済情勢の変化に的確に対応
した体制整備に向け、意欲や経験があ
る職員を柔軟に配置しました。

労働力人口が減少する中、有為な人材
の確保は喫緊の課題です。今後も、簡
素で効率的な執行体制を維持しつつ、
コロナ禍で培った知見を生かしながら
職員が有する意欲を引き出し、専門性
などの能力を生かすことができる配置
を行います。

目標値

現状値 実績 見込値 中間目標値 計画目標値

担当者名 大石 内線 2110

成果指標①

指標の推移

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和５年度 令和８年度末

目標・期待
する成果

増大する行政需要に的確に対応するための幅広い視野と高度な専門性を備え、新たな
行政課題に対して積極果敢に挑戦する職員を育成します。職員の誰もがいきいきと働
くことができる職場づくりを実現するとともに、社会経済情勢の変化に対応できる執
行体制を整備します。

ＳＤＧｓの
ゴールとの
関係

施策担当課 人事課 関係課 -

施策評価シート

政策No 26 政策名 行政資源を効果的・効率的に活用し、先駆的な施策を推進する

施策No 3 施策名 未来を切り拓く人材の育成と誰もが活躍する執行体制の整備
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ａ：予定どおり中間目標値に到達する見込みである。　ｂ：予定どおりの成果が出ていないが、改善により中間目標値に到達する見込みである。
ｃ：中間目標値に到達する可能性がない。 　　　　 　－：指標値を把握できない。

２　施策評価

Ａ：中間目標値に到達し、計画目標値の達成可能性がある。

Ｂ：中間目標値に到達しないが、計画目標値の達成可能性がある。

Ｃ：中間目標値に到達せず、かつ、現状値（令和２年度）も下回るが、計画目標値の達成可能性がある。

Ｄ：中間目標値に到達するが、計画目標値の達成可能性がない。

Ｅ：中間目標値を下回り、計画目標値の達成可能性がない。

課題と今後の方向性

コロナ禍を経て、ＤＸの進展など社会経済情勢の変化やニーズの変化を踏まえ、区の未来を切り拓
く新たな施策の立案実施や迅速な課題解決に取り組む人材の育成と執行体制の整備が必要です。
引き続き、職員の意欲・能力等を的確に把握し、外部機関への派遣やスペシャリスト認定制度の活
用等による専門性を備えた人材を育成するとともに、経験者採用や民間との人事交流、適材適所の
配置管理により、執行体制の強化を図ります。

評価 Ｂ：中間目標値に到達しないが、計画目標値の達成可能性がある。

施策の達成状況

新型コロナウイルス感染症対策やウクライナ避難民の生活支援など、社会経済情勢の変
化に的確に対応できる体制を整備するため、各部門から高い意欲や能力・経験を有する
職員を柔軟に配置しました。
また、自己申告書により把握した職員の能力・意欲を踏まえ、デジタル庁等への派遣を
行ったほか、経験者採用制度の活用やＪＲ等の関係機関から職員の受入を行うことで、
職員の専門知識・技術の伸長に取り組みました。

達成状況の要因
成果指標①は、新型コロナウイルス感染症対策をはじめとする新たな行政課題に対して
職員の兼務発令や専管組織の設置によりスピード感を持って意欲的に対応したことが実
績の上昇に結びついていると考えます。成果指標②は、新たな行政課題が生じ、従前の
専門的知識や経験だけでは対応できない業務が多く発生したことから、実績の低下につ
ながったものと考えます。

・取組の有効性が高かった点
・取組の有効性が低かった点
・外部要因の影響を受けた点
  など

令和４年度 ｂ

自己申告書（キャリアシート）に申出が
あった専門的な知識、人事評価により明ら
かになった職員の専門性・成果を踏まえた
デジタル庁への派遣のほか、経験者採用制
度の活用、区への派遣職員の受入等によっ
て職員の専門知識・技術の伸長に取り組み
ました。

専門性を生かし、職員が新たな価値や行政サー
ビスを提供する担い手であるためには、区民と
の対話と、挑戦によって得られる新しい知識や
経験を積み重ねていくことが重要です。そのた
め、各所属において日常的に人材育成に取り組
む所属長等と人事部門が連携し、意欲を引き出
しながら、更なる職員の成長支援に取り組みま
す。

令和５年度 ｃ

スペシャリストの活用をはじめ、専門的知識・
経験が豊富な人材の確保と柔軟な配置管理に取
り組みます。
また、職員が有する専門的な知識や情報が区民
との対話の中で確実に「伝わる」ことを目指
し、各部門の専門性向上を人事部門が支援する
ことを通じて職員が成長できる環境の整備に取
り組みます。

49.0％

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和３年度 －

令和２年度に改定した港区人材育成方針で
定めた新たな４つの目指す職員像の実現に
向け、係長３年目となる職員58名を対象に
「成果につながる広報戦略研修」など、実
務に直結する研修を実施しました。また、
令和３年11月からデジタル庁へ職員を派遣
しました。

区民ニーズが更に多様化・複雑化している
中、社会や環境の変化を的確に捉え、引き
続きOJTや実務研修等の人材育成を通して専
門知識の習得・継承に取り組んでいきま
す。

令和４年度 令和５年度 令和５年度 令和８年度末

職員に専門的な知識・
能力があると感じてい
る区民の割合

45.1％ － 38.8% 45.0% 47.0％

成果指標②

指標の推移 目標値

現状値 実績 見込値 中間目標値 計画目標値

令和２年度 令和３年度
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１　成果指標の達成度

ａ：予定どおり中間目標値に到達する見込みである。　ｂ：予定どおりの成果が出ていないが、改善により中間目標値に到達する見込みである。
ｃ：中間目標値に到達する可能性がない。 　　　　 　－：指標値を把握できない。

令和５年度 ｃ

予防保全型の維持管理を実現し、区
有施設の安全性や機能・性能を確保
するため、予定している改修工事の
進捗を着実に管理します。

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和３年度 ｃ

改修工事計画を基に4件の工事を実施し
ました。予防保全型の維持管理を実現
することで、区有施設の安全性を確保
するとともに、長寿命化を目指してい
ます。

改修工事計画は、施設運営や財政状況
等を踏まえたうえで、毎年度時点修正
しています。施設の所管課の要望やコ
ロナ禍における財政負担軽減等を反映
させた結果、安全性や区民サービスの
水準を維持できる施設は工事時期を遅
らせています。

長期的な視点で計画し
た維持管理に関する工
事の実施件数

1件 5件 9件 20件 26件 49件

令和４年度 ｃ

区有施設保全計画における行動計画に
基づき、これまで9件の工事を実施しま
した。計画的に改修工事を実施し、公
共施設の安全安心を確保するととも
に、財政負担の軽減・平準化を図りま
した。

コロナ禍における財政負担軽減や入札
不調等により、工事時期を変更しまし
た。引き続き、施設運営や財政状況等
を考慮し、進捗管理に努めます。

目標値

現状値 実績 見込値 中間目標値 計画目標値

担当者名 山本 内線 2502

成果指標①

指標の推移

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和５年度 令和８年度末

目標・期待
する成果

施設ごとに、維持管理に関する工事の予定を長期的な視点で計画し、着実に実施する
ことで、全ての区有施設の安全性や機能・性能の確保を図ります。区が保有する土地
や建物を常に有効活用し、区民サービスが継続的に提供されている状態を実現しま
す。

ＳＤＧｓの
ゴールとの
関係

施策担当課 用地・施設活用担当 関係課
赤坂地区総合支所管理課、高輪地区総合支所管
理課、芝浦港南地区総合支所管理課、危機管
理・生活安全担当

施策評価シート

政策No 26 政策名 行政資源を効果的・効率的に活用し、先駆的な施策を推進する

施策No 4 施策名 区有地・区有施設の総合的な管理運営の推進
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ａ：予定どおり中間目標値に到達する見込みである。　ｂ：予定どおりの成果が出ていないが、改善により中間目標値に到達する見込みである。
ｃ：中間目標値に到達する可能性がない。 　　　　 　－：指標値を把握できない。

２　施策評価

Ａ：中間目標値に到達し、計画目標値の達成可能性がある。

Ｂ：中間目標値に到達しないが、計画目標値の達成可能性がある。

Ｃ：中間目標値に到達せず、かつ、現状値（令和２年度）も下回るが、計画目標値の達成可能性がある。

Ｄ：中間目標値に到達するが、計画目標値の達成可能性がない。

Ｅ：中間目標値を下回り、計画目標値の達成可能性がない。

課題と今後の方向性

区有施設の改修工事については、今後、ZEB化の推進や建設業への時間外
勤務上限規制の適用等の要因を踏まえた工期等の見直しにより、計画目
標値の設定を再考する必要があります。
未利用の土地・施設の活用は、引き続き計画目標値の達成に向けて取り
組んでまいります。

評価 Ｅ：現状見込値を下回り、計画目標値の達成可能性がない。

施策の達成状況

区有施設保全計画における行動計画に基づき各施設の工事を行っていますが、
施設運営や財政状況等を踏まえ工事時期を遅らせた施設があるため、工事の実
施件数の中間目標値を達成することは難しい状況です。
一方、未利用の土地・施設の活用は、長年の懸案であった旧伊豆健康学園の活
用（売却）も決まり、令和８年度の達成に向けて着実に進めています。

達成状況の要因 工事の実施件数は、コロナ禍における財政負担軽減や入札不調等の影響によ
り、一部施設の工事時期を遅らせたことが未達成の要因となっています。
未利用の土地・施設の活用については、他自治体の近年の土地活用方法や港区
民間協創制度が検討のヒントとなり、達成に向けて着実に進んでいます。

・取組の有効性が高かった点
・取組の有効性が低かった点
・外部要因の影響を受けた点
  など

令和４年度 ａ

旧伊豆健康学園の売却について決定
しました。売却の方法として、イン
ターネットを活用した入札を予定し
ており、令和５年度中の売却を予定
しています。

令和５年度の中間目標値は、令和３
年度に前倒しで達成しています。
未活用である旧小諸高原学園、旧麻
布保育園については、令和５年度の
課題解決に向けて取組を進めます。

令和５年度 ａ

旧小諸高原学園は、令和５年夏に
キャンプ場としてオープンする予定
です。旧麻布保育園については、麻
布地区総合支所と連携を図りなが
ら、活用方針の検討を進めます。

100％

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和３年度 ａ

令和２年度に港区民間協創制度を活
用し、民間での活用の可能性を確認
しました。令和３年度に旧小諸高原
学園の活用に係る運営事業者の公募
をプロポーザル方式で募集及び事業
候補者の選定を行いました。

令和４年度に事業候補者と協議を進
め、協定書及び土地の賃貸借契約を
締結し、下半期に事業候補者は活用
の準備を進め、令和５年度から活用
を開始します。

令和４年度 令和５年度 令和５年度 令和８年度末

未活用又は用途を終了
した土地や施設等のう
ち、新たな活用方針が
決まっているものの割
合

－ 33％ 33％ 75% 33％

成果指標②

指標の推移 目標値

現状値 実績 見込値 中間目標値 計画目標値

令和２年度 令和３年度
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１　成果指標の達成度

ａ：予定どおり中間目標値に到達する見込みである。　ｂ：予定より成果が挙がらず、改善が必要である。
ｃ：中間目標値に到達する可能性がない。 　　　　 　－：指標値を把握できない。

令和５年度 ａ

これまで制度を通じて連携実績のあ
る企業等の関係を継続的なものにし
ます。制度を効果的に運用しなが
ら、区の課題や区民ニーズに合致す
る取組の実現を目指します。

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和３年度 ａ

制度を通じて19件の取組を創出しまし
た。区内企業等との連携により、eス
ポーツのイベントやＪリーグチームの
サッカー教室、テレビ局による区立小
学校への出前授業など、多様な分野で
民間の強みを生かした取組が生まれて
います。

テーマ指定型による提案募集に当たっ
ては、企業等からの魅力ある提案につ
なげるため、区の取組状況や方向性、
提案への期待を明示する必要がありま
す。テーマ指定型を活用し、制度を効
果的に運用していきます。

港区民間協創制度で創
出・実現した提案数

10件 29件 55件 75件 20件 35件

令和４年度 ａ

制度を通じて26件の取組を創出しまし
た。損害保険会社との連携協定（防
災、ＳＤＧｓ等）の締結や高齢者向け
の脳トレ教室、みなと科学館との連携
講座、産業振興センターでの中小企業
向けセミナーなどの実施につなげまし
た。

制度の活用を促進するため、企業等へ
の制度の周知を継続的に行います。丁
寧な対話を通じ、企業等の強みを引き
出す連携を創出していきます。

目標値

現状値 実績 見込値 中間目標値 計画目標値

担当者名 伊藤 内線 2198

成果指標①

指標の推移

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和５年度 令和８年度末

目標・期待
する成果

企業等の民間の持つ発想力、ネットワーク、高い技術力から生まれた付加価値を区と
の連携によって質の高い区民サービスにつなげます。民間の強みを最大限生かした取
組を協働により創出し、区の課題解決や企業価値等の向上をめざします。

ＳＤＧｓの
ゴールとの
関係

施策担当課 連携協創担当 関係課

施策評価シート

政策No 26 政策名 行政資源を効果的・効率的に活用し、先駆的な施策を推進する

施策No 5 施策名 民間の力を活用した施策の推進
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ａ：予定どおり中間目標値に到達する見込みである。　ｂ：予定どおりの成果が出ていないが、改善により中間目標値に到達する見込みである。
ｃ：中間目標値に到達する可能性がない。 　　　　 　－：指標値を把握できない。

２　施策評価

Ａ：中間目標値に到達し、計画目標値の達成可能性がある。

Ｂ：中間目標値に到達しないが、計画目標値の達成可能性がある。

Ｃ：中間目標値に到達せず、かつ、現状値（令和２年度）も下回るが、計画目標値の達成可能性がある。

Ｄ：中間目標値に到達するが、計画目標値の達成可能性がない。

Ｅ：中間目標値を下回り、計画目標値の達成可能性がない。

課題と今後の方向性

・特定の部門だけでなく、全庁が企業等の民間の力を区政に活用する組織文化を
定着させていく必要があります。
・さらに、企業や団体だけでなく、全国各地域や指定管理者との連携の力を結び
付けることで相乗効果を高め、多様な区民ニーズや地域課題に対応していく必要
があります。令和５年４月新設の連携協創担当が牽引し、連携の力を効果的に区
政に生かす取組を推進していきます。

評価 Ａ：中間目標値に到達し、計画目標値の達成可能性がある。

施策の達成状況

・区内企業等との連携を積極的に推進し、目標に掲げる「民間の強みを最大限生
かした取組を協働により創出し、区の課題解決や企業価値等の向上」に取り組み
ました。
・施策の評価は、成果指標①及び②ともに計画目標値を達成する見込みのためＡ
としました。

達成状況の要因
・成果指標「港区民間協創制度で創出・実現した提案数」について、企業等から
毎年約50件の提案があるなど、制度の活用が図られており、区との連携の創出に
結び付いています。
・成果指標「官民連携によるSDGsの機運醸成の取組数」について、企業の社会貢
献意欲の高まりを背景に、環境や教育など多様な分野で官民連携によるSDGｓの
機運醸成の取組の実現につながっています。

・取組の有効性が高かった点
・取組の有効性が低かった点
・外部要因の影響を受けた点
  など

令和４年度 ａ

区内企業や団体との連携により、SDGs
に係るオンライン番組への区長出演、
ダイバーシティに係るイベント、信用
金庫からの区への寄付を通じた安全安
心の取組の強化など、SDGsの機運醸成
につながる取組を30件実施しました。

民間協創制度を活用したSDGsの機運醸
成に係る提案募集を継続的に行いま
す。

令和５年度 ａ

連携実績のある企業等とのSDGｓの取組
について、継続的かつ発展的なものに
改善を重ねます。新規を含め多様な企
業等との連携により、機運醸成の取組
の創出につなげます。

35件

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和３年度 ａ

区内企業との連携により、SDGs全般に
ついて理解を深めるセミナーや障害者
就労支援のイベントなど、SDGsの機運
醸成につながる取組を23件実施しまし
た。

オンラインなど感染対策を踏まえた連
携を推進するとともに、民間協創制度
を活用した提案募集など、企業へのア
プローチを積極的に進め、機運醸成の
取組の創出につなげます。

令和４年度 令和５年度 令和５年度 令和８年度末

官民連携によるSDGsの
機運醸成の取組数

5件 28件 58件 80件 20件

成果指標②

指標の推移 目標値

現状値 実績 見込値 中間目標値 計画目標値

令和２年度 令和３年度
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１　成果指標の達成度

ａ：予定どおり中間目標値に到達する見込みである。　ｂ：予定より成果が挙がらず、改善が必要である。
ｃ：中間目標値に到達する可能性がない。 　　　　 　－：指標値を把握できない。

令和５年度 ａ

区内企業や関係団体など、様々な主
体と連携協力を図りながら、新たな
連携自治体を創出するとともに、連
携を深化させていきます。

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和３年度 ａ
自治体同士の連携のみならず、民間
企業との繋がりにより、新たな連携
自治体を創出できました。

今後も継続して、新たな連携手法を
取り入れ、より多くの自治体との連
携を創出していきます。

区の全国連携の取組に
参画した連携自治体数

232自治体 247自治体 290自治体 310自治体 242自治体 260自治体

令和４年度 ａ

札の辻スクエア「港区と全国をつなぐ
コーナー」へのパンフレット配架や鉄
道開業150年を契機とした「鉄道発祥の
地 港区」の取組、区内飲食店と連携し
た飲食店応援事業などの取組を通じ
て、新たな連携自治体を創出しまし
た。

これまで積み重ねてきた取組に加
え、新たな連携手法を取り入れ、よ
り多くの自治体との連携を創出して
いきます。

目標値

現状値 実績 見込値 中間目標値 計画目標値

担当者名 杉山 内線 2508

成果指標①

指標の推移

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和５年度 令和８年度末

目標・期待
する成果

区と全国各地域が様々な分野において積極的に手を携え、共存・共栄を図る全国連携
の取組を推進することで、互いの地域の住民の暮らしをより豊かにするとともに、日
本全体の成長・発展につなげます。

ＳＤＧｓの
ゴールとの
関係

施策担当課 連携協創担当 関係課

施策評価シート

政策No 26 政策名 行政資源を効果的・効率的に活用し、先駆的な施策を推進する

施策No 6 施策名 全国各地域とともに成長・発展することによる共存・共栄の推進
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ａ：予定どおり中間目標値に到達する見込みである。　ｂ：予定どおりの成果が出ていないが、改善により中間目標値に到達する見込みである。
ｃ：中間目標値に到達する可能性がない。 　　　　 　－：指標値を把握できない。

２　施策評価

Ａ：中間目標値に到達し、計画目標値の達成可能性がある。

Ｂ：中間目標値に到達しないが、計画目標値の達成可能性がある。

Ｃ：中間目標値に到達せず、かつ、現状値（令和２年度）も下回るが、計画目標値の達成可能性がある。

Ｄ：中間目標値に到達するが、計画目標値の達成可能性がない。

Ｅ：中間目標値を下回り、計画目標値の達成可能性がない。

課題と今後の方向性

・引き続き、多様な主体との連携を図りながら、全国各地域との連携を充実・
深化させていきます。
・また、令和５年４月新設の連携協創担当が牽引し、連携の力を効果的に区政
に生かす取組を推進することで、区民ニーズや行政課題に対応していきます。

評価 Ａ：中間目標値に到達し、計画目標値の達成可能性がある。

施策の達成状況

・相互自治体でのより豊かな生活を実現するため、自治体間のみならず、多様
な主体との連携を図りながら全国連携の取組を推進しました。
・施策の評価は、成果指標②について取組内容を改善することで、成果指標①
及び②ともに計画目標値を達成する見込みのためＡとしました。

達成状況の要因
・成果指標①について、区民が全国各地域の魅力に触れられる機会や相互に交
流する機会を創出することで、全国連携の輪を広げることができました。
・成果指標②について、新たな記事を作成することで、新着記事へのアクセス
は一定数あるものの、それが当該ページへのアクセスにつながっていないた
め、当該ページへ誘導させる仕組みづくりが必要です。

・取組の有効性が高かった点
・取組の有効性が低かった点
・外部要因の影響を受けた点
  など

令和４年度 ｂ

鉄道開業150年を契機とした「鉄道発祥
の地 港区」の取組など、区ならではの
取組紹介やSNSを活用した情報発信も行
いましたが、期待していたアクセス数
の増加にはつながりませんでした。

当該ページへのアクセスは増加してい
なかった一方で、新着情報へのアクセ
スは一定数あるため、相互リンクを貼
り、サイト内の周遊性を高めることで
アクセス数を増やしていきます。

令和５年度 ｂ

魅力的な記事の作成、SNS等を活用
した紹介、相互リンクによるサイト
内の周遊性の向上により、アクセス
数の増加につなげます。

12,000回/
年

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和３年度 ｂ

新たに、全国連携の取組を紹介する
「全国連携フォトレポート」を追加し
たほか、「連携自治体の魅力発信コー
ナー」を月1回以上のペースで更新しま
したが、期待していたアクセス数の増
加にはつながりませんでした。

新たなコンテンツを用意するだけでな
く、区ホームページでの取組をSNS等を
積極的に活用して紹介していきます。

令和４年度 令和５年度 令和５年度 令和８年度末

区ホームページ『「全
国連携の港区」の実現
に向けて』のアクセス
数

4,380回/年 4,989回/年 4,529回/年 9,000回/年 9,000回/年

成果指標②

指標の推移 目標値

現状値 実績 見込値 中間目標値 計画目標値

令和２年度 令和３年度

14


